
スマートシティ実現のための

地理空間データ連携基盤



技術とデータを使って
課題を解決し、

⽣活の質を向上させる
都市または地域
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背景 スマートシティとは︖

定義

「グローバルな諸課題や都市や地域の抱えるローカルな
諸課題の解決、また新たな価値の創出を⽬指して、ICT 
等の新技術や官⺠各種のデータを有効に活⽤した各種分
野におけるマネジメント（計画、整備、管理・運営等）
が⾏われ、社会、経済、環境の側⾯から、現在および将
来にわたって、⼈々（住⺠、企業、訪問者）により良い
サービスや⽣活の質を提供する都市または地域」

内閣府ウェブサイトより

つまり
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スマートシティ像
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Government as a Platform(GaaP) 



v
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課題を解決する地理空間データ連携基盤（都市OSのデジタルツインモジュール）

スマートシティ・リファレンスアーキテクチャ第4版（令和7年5⽉23⽇）で、
「デジタルツイン」のモジュールとして、都市OS中核機能に位置付け。

- データ連携地図
- アプリ開発を簡単するAPIとSDK
- 既存データを無償・安価に利⽤可能
を備え、データの利活⽤を促進。
https://www8.cao.go.jp/cstp/societ
y5_0/smartcity/index.html
（最新版をご覧ください）

• 「地⽅創⽣2.0基本構想」でスマー
トシティ・リファレンスアーキテク
チャが閣議決定 (令和7年6⽉13⽇) 
p65-

• 地理空間データ連携基盤掲載の「統
合イノベーション戦略2025」が閣
議決定 (令和7年6⽉6⽇) p76-

https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/smartcity/index.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/smartcity/index.html


6

データ連携ができない

✕
可視化ができない

✕
サービス開発
ができない

✕
運⽤・データ拡充
のコストが⾼い

都市OS と 既存のデータ連携基盤 の課題

→ 都市OSには、

「データを可視化する⾼機能地図」、「サービス開発を簡単にする仕組み」、
「運⽤・データ拡充コストの低減」 という課題がある



v
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特⻑1. あらゆる地図情報を束ねて可視化

- ⾃治体オープンデータ
- 庁内の GIS データ
- FIWARE データ
- 国のオープンデータ
- ⺠間のデータ

など、さまざまな場所に分散し
ている情報を⼀箇所で表⽰させ
ることができる。

【事例】焼津市の公開型GIS https://maps.yaizu-smartcity.jp/

https://maps.yaizu-smartcity.jp/
https://maps.yaizu-smartcity.jp/
https://maps.yaizu-smartcity.jp/
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特⻑2. サービスを作成する仕組み

API と SDK を提供すると、
⼀度整備した地図を、
さまざまな⼈たちが引⽤して、
サービスを作ることができる。

⺠間では、Google Maps の API と SDKを利⽤
して、以下のようなサービスが⽣まれています。

- タクシー配⾞アプリ
- 不動産情報サイト
- 観光マップ
- UberEats

Google マップの代わりに、⾏政のデータが詰め
込まれた地図を下敷きにすることで、⾃治体業務
向け、市⺠向けのスマートシティーサービスを作
成できるようにします。
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特⻑3. コストの削減

都市OSが抱えているコスト上の問題を解決します。

課題 コストの内容 解決⽅法

新規データの調達・整備 データの買い付けや整備に費⽤がかかる 1. オープンデータや既存データをそのまま利⽤
する

2. 必要になったデータのみ調達・整備する
基盤へのデータの登録 データを追加するたびに数百万円 ⼀般的な地図データは無料で登録できるようにす

る
既存データの更新 ⼿⼊⼒やシステム間のAPI開発に時間とお

⾦がかかる
1. データカタログにファイルを置くだけで連携

できるようにする
2. 国のAPIをそのまま利⽤する
3. 庁内GISとの連携をする

システムの運⽤コスト 年間数千万円 クラウド利⽤や、静的データ配信機能で費⽤を圧
縮。

サービスの開発コスト そもそもサービスの開発がされない 地図をベースにいくつでも作る
（⾼松市には20ほどのユースケースがあります）
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特⻑4. 機械判読性

「この場所（地点、範囲、建物、道）の（標⾼、⼈流、最終点検⽇、⽤途地域）は︖」
という質問を、アプリ、ドローン、ロボット、AIなどができるようになる。
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特徴まとめ: 

データの準備・更新、可視化、再利⽤可能性が簡単で、
データ提供者、データ利⽤者、基盤運⽤者、それぞれにメリットがある
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導⼊事例 ⾃治体、国、⺠間で利⽤されています

以下のような導⼊の事例があります。

⾃治体
- ⾼松市: 地理空間データ連携基盤の導⼊とアプリケーションの開発
- 焼津市: 地理空間データ連携基盤と公開型GISの開発
- 那須塩原市: 統合型GIS、データ連携基盤FIWARE と連携した地理空間データ連携基盤の導⼊ （R7年度進⾏中）
この他、導⼊準備⽀援を実施している⾃治体がいらっしゃいます

国
- 国⼟地理院:    地理院地図の更新業務のクラウド化・⾃動化
- 国⼟交通省:    地理空間情報課における、地理空間情報の利⽤促進の⽀援
- NEDO: 建設現場、エンターテイメント、ドローン航路における地理空間データ連携
- 経済産業省:    「空間ID」向けの地理空間データ連携の仕組み提供
- 内閣府: スマートシティリファレンスアーキテクチャ執筆⽀援

⺠間: 放送局、通信会社、建設会社等における地理空間データを⽤いたDX⽀援
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スマートシティと Geolonia の取り組み

2019年8⽉ 設⽴

2021年4⽉ 不動産共通ID リリース

2021年11⽉ 国連 Open GIS イニシアチブに正式メンバーとして参加

2023年3⽉ 地理空間データ連携基盤をリリース（⾼松市導⼊）

2023年7⽉ 4次元時空間情報基盤 (空間ID)の仕様策定に協⼒

2024年8⽉ 内閣府スマートシティリファレンスアーキテクチャ
「地理空間データ連携基盤」公開

2024年9⽉ ジオテクノロジーズグループ参画

国、自治体、民間のデータ連携に取り組んできました。
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会社概要
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商号 株式会社 Geolonia (Geolonia Inc.)

設⽴ 2019年8⽉

資本⾦ 67,022千円（資本準備⾦ 45,010千円）

本社所在地 〒113-0021 東京都⽂京区本駒込⼆丁⽬28番8号
⽂京グリーンコートセンターオフィス 22F

役員 代表取締役CEO 宮内 隆⾏
取締役COO ⻄川 伸⼀
取締役 ⼋剱 洋⼀郎
取締役 望⽉ 淳
取締役 但⾺ ⼀幸
取締役 ⾜⽴ 圭介
監査役 中瀬 美明

従業員数 25名

連絡先 https://geolonia.com/
hello@geolonia.com

https://geolonia.com/
mailto:hello@geolonia.com

